
報道機関 各位                

『首都圏広域地方計画』の５年目の取組状況をまとめました

国の地方行政機関、都県・指定都市、経済団体等で構成する「首都圏広域地方計画協

議会」は、別添のとおり、「首都圏広域地方計画」の５年目の取組状況をとりまとめま

したのでお知らせします。 

１ 経 緯 

「首都圏広域地方計画」は、概ね 2025 年までの計画期間を、首都圏の未来を決す

る「運命の 10 年」と位置付け、平成 28(2016)年３月 29 日に国土交通大臣決定され

たものです。 

計画決定後、首都圏では計画の実現に向けて、各種プロジェクトが進められてお

り、さいたま市は埼玉県や関東地方整備局と連携して、「東北圏・北陸圏・北海道連

結首都圏対流拠点の創出プロジェクト」などに取り組んでいます。 

２ 概 要 

  別添のとおり 

３ 問い合わせ先 

 【首都圏広域地方計画協議会事務局】 

  国土交通省 関東地方整備局 首都圏広域地方計画推進室 

   広域計画課長 下坪 賢一、建設専門官 森川 卓 

    TEL 048-600-1330（直通） FAX 048-600-1373 

 国土交通省 関東運輸局 交通政策部 交通企画課 

   交通企画課長 板垣 友圭梨、課長補佐 坂井 貴夫 

    TEL 045-211-7209（直通） FAX 045-201-8807 
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